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　ペアレント・トレーニング（PT）とは，保護者の養育スキルへの介入を通して子どもや家族の

援助を試みるプログラムのことを指す。欧米では，科学的根拠に基づく治療 (EBT: evidence-based 

treatment) の立場から思春期の子どもを持つ保護者向けの PTの開発が進められている一方で，日本

国内では PT開発のための基礎研究が不十分である。特に，代表性の高い縦断データを用いた検討の

不足により，保護者の養育行動が思春期の子どもに与える因果効果の立証にいたっておらず，思春期

の子どもを持つ保護者を対象としたPTの開発や普及のための根拠となる基礎的知見が不足している。

本研究では，代表性の高い大規模縦断データに対して二次分析を行うことで，思春期の子どもを持つ

保護者を対象とした PT開発のための基礎的知見を提供することを目指す。

 【キーワード】ペアレント・トレーニング，養育行動，二次分析 【キーワード】ペアレント・トレーニング，養育行動，二次分析

Abstract

　　Parent Training (PT) refers to programs to assist children and families through interventions that 

improve parenting skills. While in Western countries, the development of PT for parents of adolescents 

has advanced from an evidence-based treatment (EBT) perspective, in Japan, foundational research 

for PT development is insufficient. Specifically, the lack of studies using representative longitudinal 

data has prevented the establishment of causal effects of parenting behaviors on adolescents, and there 

is a shortage of fundamental knowledge to support the development and dissemination of PT for parents 

of adolescents. This study aims to provide foundational knowledge for developing PT for parents of 

adolescents by conducting secondary analysis on representative large-scale longitudinal data.

155

Fundamental Research Towards the Development of Parent Training 
Applicable to Parents of Adolescents:

Examination Using Large-Scale Secondary Data in Japan

要　約

広島大学 西　村　由貴子

思春期の子どもを持つ保護者に適用できるペアレント・トレーニング
の開発に向けた基礎的研究

－国内大規模二次データを用いた検討－
（中間報告）

Hiroshima University, NISHIMURA, Yukiko



発達研究　第 39 巻

156

 【Keywords】 parent-training，parenting behavior，secondary analysis 【Keywords】 parent-training，parenting behavior，secondary analysis

問　題

　ペアレント・トレーニング （以下，PT とする） とは，親や保護者を対象に効果的な褒め方や叱

り方などの養育スキルを習得してもらうことで，子どもや家族の援助を試みる介入プログラムのこ

とを指す。PTは子どもの抑うつの低減や育児ストレスの減少が期待できることから （Iida, et al., 

2018），国内では特に乳幼児や発達障害の子どもを持つ母親を対象としたプログラムが数多く開発さ

れている （中西・小松， 2021; 山口他， 2021）。

　しかし，それだけでは介入として不十分なことが懸念される。内閣府 （2020） の調査によると，

子どもの年齢や障害の有無にかかわらず，子どもを持つ 20代から 40代の保護者の 43.1%が「子育

てによる精神的疲れが大きい」と感じている。ここでの保護者は乳幼児や発達障害の子どもを持つ母

親に限られない点に加え，保護者の精神的健康の悪化や育児ストレスが児童虐待の重要なリスク要因

の一つになりうる点を併せて考慮すれば （中村・高橋， 2013），定型発達の思春期の子ども （以下，

思春期の子ども） を持つ保護者に対しても，PTをはじめとした子育てに関するサポートの拡大や普

及が望まれる。

　一方，PT研究が進む欧米では，科学的根拠に基づく治療 （EBT; evidence-based treatment） の立

場から，思春期の子どもを持つ保護者に対する PT の開発や効果検証が盛んに行われている （e.g. 

Beelmann, et al., 2023;Leijten et al., 2012; Morgan et al., 2023）。しかし，国内ではその前段階

として思春期の子どもを持つ保護者の養育行動に関する基礎研究が不足しているために （加藤他， 

2022），欧米とは異なり，PTの開発さえ不十分な現状にある。

　特に不足しているのは，一時点の横断調査により収集されたデータ（横断データ）以外を用いた研

究知見である。基礎研究から応用研究 （臨床場面での適用） に展開する際，最近では次の 3点が重要

視されている （Ehring. et al., 2022）。まず大規模データを用いて，基礎的知見の一般化可能性を高

めること，次に介入目標となる変数の因果効果を立証すること，最後に因果効果に対応する心理・行

動プロセスを修正・改良するための研究知見を重ねることである。しかし，思春期の子どもとその

保護者を対象とした国内研究のほとんどが一時点の調査データを用いた研究報告にとどまっており 

（e.g. 村山他， 2018; 石津・安保， 2009; 信太， 2009），保護者の養育行動が子どもに与える因果効

果の立証に迫ることができていない。例外として，中高生とその母親を対象に 3年間にわたる 3時

点の縦断調査により収集されたデータ（縦断データ）に対し，重回帰分析を実施した渡邊・平石 （2010） 

がある。この研究では母親の「理解・関心スキル」が子どもの自尊感情や不適応に影響を与えると報

告しているものの，Time 1で 2242名だった回答者が Time 3 で 187名に減少しており，その代表

性に懸念がある。

　加えて，縦断データに適用する分析モデルの問題もある。近年，縦断データから因果効果を適切に
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調査対象者　東京大学社会科学研究所・ベネッセ総合教育研究所が実施した「子どもの生活と学びに

関する親子調査 2015-2019」を二次利用する。利用可能な全 23625組の親子データのうち，Time 

1 から Time 4 の 4時点すべてに回答していた母子データを 6686組，父子データを 373組抽出し，

分析に使用する。平均年齢は，母親：41.9歳 （SD=4.7），父親：43.8歳 （SD=5.6），子ども：10.4

歳 （SD=2.7） である。

使用する尺度　養育行動については，保護者用調査票における養育行動に対応すると想定される複数

の項目 （例：「いいことをしたときにほめる」，「何にでもすぐに口出しをする」など ; 1. とてもあて

はまる - 4. まったくあてはまらないの 4件法） と，子ども用調査票における養育行動に対する子ど

もの認知に対応すると想定される複数の項目 （例：「いいことをしたときにほめてくれる」，「何にで

もすぐに口出しをする」など ; 4件法） を使用する。さらに，これらの養育行動が影響を与える変数

の候補として，子ども用調査票における自尊感情や抑うつ，自律性，キャリア意識に対応すると想定

される複数の項目 （例：「自分の良いところが何かを言うことができる」，「毎日が楽しい （逆転項目）」，

「自分でできることは自分でする」，「将来の目標がはっきりしている」など ; 4件法） を抽出して分

析に使用する。自尊感情や抑うつは，子どもの心理的適応や発達にとり重要な概念であることが繰り

返し指摘されており （Orth et al., 2021; Vos et al., 2015），国内外で PTの効果指標として使用さ

れている （大島他， 2022; Sim et al., 2022）。自律性やキャリア意識についても同様に，子どもの発

達にとって重要な概念であることが指摘されている （服部・島田，2004; 新見， 2008）。

　分析手法は，ランダム切片交差遅延モデルを候補としている。これは従来の交差遅延モデルの拡張

版となる分析手法であり，個人間・個人内の変数間の変動を同時に把握できる点に強みがある （Krauss 

& Orth., 2024）。想定している結果の予測を以下に示す。

　第一に，保護者が認知する養育行動が子どもが認知する養育行動に正の影響を与える。

　第二に，子どもが認知する肯定的な養育行動 （例「いいことをしたときにほめてくれる」） が，子

どもの自尊感情，自律性，キャリア意識に正の影響を，抑うつに負の影響を与える。

推定するために統計モデリングの使用が提案されている。例えば，交差遅延モデルやランダム切片交

差遅延モデルである （Orth et al., 2021）。渡邊・平石 （2010）で重回帰分析が使用されている点が

示すように，国内の PT研究は基礎的知見の少なさに加え，調査対象者の代表性，ならびに使用され

る分析手法に問題を抱えている。

　これらの問題を解決するため，本研究では代表性の高い大規模データに対し，現状の最善といえる

分析モデルを当てはめた二次分析を行うことにより，思春期の子どもを持つ保護者を対象とした PT

の開発や普及のための根拠となる基礎的知見を提示することを目指す。この検討を通して，PTによ

り変容すべき養育行動が特定できた場合，科学的根拠に基づく治療の立場からより多くの家族に効果

が期待できる PTプログラムの開発を推進することが期待できる。

方　法
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